
議案第４号 

 

新座市手数料条例の一部を改正する条例 

 

新座市手数料条例（平成１２年新座市条例第５号）の一部を次のように改正す

る。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」

と、改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりと

する。 

⑴ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

⑵ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分

を当該改正後部分に改める。 

 



改 正 後 

 

附 則 

（新座市認可地縁団体印鑑条例の一部改正） 

３ ［略］ 

 

（キオスク端末による証明書等の交付に係る手数料の特例） 

４ 令和５年５月１日から令和８年３月３１日までの間、別表第１１号の表諸証明手数料の項中 

「２００円」とあるのは「２００円（キオスク端末（新座市印鑑条例（昭和５２年新座市条例第４ 

号）第１９条に規定するキオスク端末をいう。次項において同じ。）により交付する場合にあって 

は、１５０円）」と、物件交付手数料住民票（除票を含む。）、戸籍の附票（戸籍の附票の除票

を含む。）、図面等の写しの交付の項中「２００円」とあるのは「２００円（キオスク端末によ

り交付する場合にあっては、１５０円）」とする。 

 

別表（第２条関係） 

⑴～⑸ ［略］ 

⑹ 租税特別措置法関係手数料 

名 称 手数料を徴収する事務 金  額 

優良住宅新

築認定申請

手数料 

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第２８条の４第

３項第６号若しくは第６３条第３項第６号、第３１条の２第

２項第１５号ニ若しくは第６２条の３第４項第１５号ニ又は

第２８条の４第３項第７号ロ若しくは第６３条第３項第７号

ロに規定する住宅の新築が優良な住宅の供給に寄与するもの

であることについての認定の申請に対する審査 

 

［略］ 

優良宅地造

成認定申請

手数料 

租税特別措置法第２８条の４第３項第５号イ若しくは第６３

条第３項第５号イ又は第３１条の２第２項第１４号ハ若しく

は第６２条の３第４項第１４号ハに規定する宅地の造成が優

良な宅地の供給に寄与するものであることについての認定の

申請に対する審査 

租税特別措置法第２８条の４第３項第７号イ又は第６３条第

３項第７号イに規定する宅地の造成が優良な宅地の供給に寄

与するものであることについての認定の申請に対する審査 

 

［略］ 

［略］ 

⑺ 都市計画法関係手数料 

名 称 手数料を徴収する事務 金  額 

［略］ 

開発行為又

は建築等に

関する証明

書の交付手

数料 

都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号）第６０

条第１項の規定に基づく都市計画法第２９条第１項及び第２

項、第３５条の２第１項、第４１条第２項、第４２条第１項

又は第４３条第１項の規定に適合していることを証する書面

の交付 

［略］ 

⑻～⑽ ［略］ 

⑾ その他 

名 称 手数料を徴収する事務 金  額 

［略］ 

物件交付手

数料 

住民票（除票を含む。）、戸籍の附票（戸籍の附票の除票を

含む。）、図面等の写しの交付 

［略］ 

印鑑登録証の再交付 1 件につき 



改 正 前 

 

附 則 

（新座市認可地縁団体印鑑条例の一部改正） 

３ ［略］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表（第２条関係） 

⑴～⑸ ［略］ 

⑹ 租税特別措置法関係手数料 

名 称 手数料を徴収する事務 金  額 

優良住宅新

築認定申請

手数料 

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第２８条の４第

３項第６号、第６３条第３項第６号若しくは第６８条の６９ 

第３項第６号、第３１条の２第２項第１５号ニ若しくは第 

６２条の３第４項第１５号ニ又は第２８条の４第３項第７号

ロ、第６３条第３項第７号ロ若しくは第６８条の６９第３項

第７号ロに規定する住宅の新築が優良な住宅の供給に寄与す

るものであることについての認定の申請に対する審査 

［略］ 

優良宅地造

成認定申請

手数料 

租税特別措置法第２８条の４第３項第５号イ、第６３条第３ 

項第５号イ若しくは第６８条の６９第３項第５号イ又は第 

３１条の２第２項第１４号ハ若しくは第６２条の３第４項第

１４号ハに規定する宅地の造成が優良な宅地の供給に寄与す

るものであることについての認定の申請に対する審査 

租税特別措置法第２８条の４第３項第７号イ、第６３条第３

項第７号イ又は第６８条の６９第３項第７号イに規定する宅

地の造成が優良な宅地の供給に寄与するものであることにつ

いての認定の申請に対する審査 

［略］ 

［略］ 

⑺ 都市計画法関係手数料 

名 称 手数料を徴収する事務 金  額 

［略］ 

開発行為又

は建築等に

関する証明

書の交付手

数料 

都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号）第６０

条の規定に基づく都市計画法第２９条第１項及び第２項、第

３５条の２第１項、第４１条第２項、第４２条第１項又は第

４３条第１項の規定に適合していることを証する書面の交付 

［略］ 

⑻～⑽ ［略］ 

⑾ その他 

名 称 手数料を徴収する事務 金  額 

［略］ 

物件交付手

数料 

住民票、戸籍附票、図面等の写しの交付 

 

［略］ 

印鑑登録証の再交付 1 件につき 



２００円 

 

 

 

［略］ 
 

 

 



２００円 

市内循環バス無料乗車証の交付 １件につき 

５００円 

［略］ 
 

 

 



   附 則 

この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める日から施行する。 

⑴ 別表第６号の表及び別表第７号の表の改正規定並びに別表第１１号の表物

件交付手数料の項の改正規定（「、戸籍附票」を「（除票を含む。）、戸籍

の附票（戸籍の附票の除票を含む。）」に改める部分に限る。） 公布の日 

⑵ 別表第１１号の表物件交付手数料の項の改正規定（「、戸籍附票」を

「（除票を含む。）、戸籍の附票（戸籍の附票の除票を含む。）」に改める

部分を除く。） 令和５年４月１日 

⑶ 附則に１項を加える改正規定 令和５年５月１日 

 

 

  令和５年２月２０日提出 

 

新座市長 並 木  傑 

 

 

   提 案 理 由 

市内循環バス無料乗車証の交付に係る手数料を廃止し、及びキオスク端末によ

る証明書等の交付に係る手数料の特例を定めるとともに、所要の規定の整備を図

りたいので、この案を提出するものである。 

 


